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社長の水島です。

4月からスタートいたしました中期経営計画における取り組みとして、事業構造の変革に
向けた強化施策についてご報告申し上げます。
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中期経営計画
事業構造の変⾰に向けた強化施策
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中期経営計画 事業構造の変⾰
 2024年6⽉に発表した中期経営計画では、「マーケティングビジネスの構造改⾰」を⼀つのテーマとして掲げた
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中期経営計画 3ヵ年
収益性改善と成⻑オプションの創造

2024年3⽉期

1 マーケティングビジネスの構造改⾰
・伸⻑領域であるデジタル＆コマース領域の規模拡⼤
・既存領域も含めた費⽤の最適化

２ 新たな成⻑オプションの創造
・コンサルティング、テクノロジー、コンテンツ、インキュベーション

2027年3⽉期 2032年3⽉期
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相互連携により
収益⼒強化

３ グローバルビジネスのリモデル
・成⻑を⽬指しながらコストコントロールも⾏い利益化

将来像

当社グループの中期経営計画では、2025年3月期からの3か年を「収益性改善と成長
オプションの創造期」と位置づけ、ご覧の3つの観点で変革を進めております。

その中で、「マーケティングビジネスの構造改革」を進めるために、事業構造を変革いた
します。
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マーケティングビジネスの変化
 データ/テクノロジーを活⽤したフルファネル対応は、マーケティングビジネスの必須条件に
 “⽣活者データ・ドリブン”フルファネルマーケティングが今後主流に
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＜マーケティングコミュニケーション機能＞ ＜マーケティング実践機能＞

潜在層 リピーター ファン顕在層 顧客化

⽣活者データ × テクノロジー基盤

システム/プラットフォーム

マス
メディア 制作 プロモー

ション
オウンド
メディア

メディア
ソリュー
ション

OMO ⼈材
サービス EC アプリ デジアナ

統合CC BPOデジタル
メディア

マーケティングビジネスの構造改革における重要な視点は、データ/テクノロジーを活用

したフルファネル対応が必須条件になりつつあるという点です。

マーケティングビジネスにおいて、従来はテレビやインターネットなどのメディアによるコ

ミュニケーションに販売促進などのプロモーションを加えた

統合コミュニケーションを得意先企業に提案し実行することが主流でした。

デジタル化の進展で生活者の様々なデータを取得できるようになり、また生成AIなどテ

クノロジーが飛躍的に進化する中、

企業のマーケティングニーズはフルファネルでの設計と実践へと変わりつつあります。

またメディア活用もデータとテクノロジーにより高度化が進んでおり、マスメディアにおい

てもデジタルメディアと同様な運用型に進化しつつあります。

マスメディア・デジタルメディアを活用したマーケティングコミュニケーション機能からコマ

ースやCRMなどのマーケティング実践機能までをフルにカバーする、

“生活者データ・ドリブン”フルファネルマーケティングが今後は主流となります。
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シームレスなフルファネルマーケティング体制の構築
 博報堂／博報堂DYメディアパートナーズを統合し、フルファネルマーケティング機能の⾼度化を推進（25年4⽉を想定）
 企業のフルファネルマーケティングニーズへのシームレスな対応に加え、メディア販売⼒や提案⼒を強化
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現在 2026年3⽉期

博報堂ＤＹホールディングス

広告事業会社

博報堂 ⼤広 読売
広告社

Hakuhodo
DY ONE

ソウルド
アウト

総合メディア事業会社

テクノロジー専⾨会社

博報堂ＤＹメディアパートナーズ

博報堂テクノロジーズ

フルファネルプランニング機能
/マスメディア実施機能

博報堂ＤＹホールディングス

新・博報堂 ⼤広 読売
広告社

Hakuhodo
DY ONE

ソウルド
アウト

テクノロジー専⾨会社
博報堂テクノロジーズ

広告事業会社

このような環境変化に対応するため、 来期より広告事業会社の博報堂とメディア事業会
社の博報堂ＤＹメディアパートナーズを統合し、

両社がそれぞれ強化してきたマーケティング機能を博報堂に集約し、さらなる高度化を
推進する方針としました。

これにより、得意先企業のフルファネルマーケティングニーズに今まで以上にシームレ
スに対応できるようになります。

また博報堂のフロントラインと博報堂DYメディアパートナーズのメディアチームが一体と
なって活動することで、

得意先企業へのメディア販売力やメディア企業への提案力がより強化されます。

これらによりグループの収益力の向上を見込んでおります。
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将来像
 新博報堂は、グループのフルファネルマーケティングの共通基盤となることを⽬指す
 競争⼒強化と効率化を進めるために、グループの制作領域や専⾨マーケティングサービス系企業の統合や再編を検討
 グループの各事業会社が、共通基盤を活⽤して、最適なサービスを提供する新たなグループ構造へと段階的に進化

国内
マーケティング

ビジネス共通基盤
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コマース/CRM実施機能

博報堂ＤＹホールディングス

テクノロジー基盤

新・博報堂 ⼤広 読売広告社

博報堂テクノロジーズ

Hakuhodo
DY ONE

ソウルド
アウト

デジタルマーケティング実施機能

地域/SMBデジタルマーケティング実施機能

フルファネルプランニング機能/マスメディア実施機能

当社グループは、これまでもクライアントニーズや市場環境の変化に合わせて機能強化

を行ってまいりました。

中小ベンチャー企業へ経営支援するソウルドアウト社のグループインと、

DACとアイレップを統合したHakuhodo DY ONE設立により、デジタルマーケティング

領域の競争力が強化され、

すでにグループ共通のデジタルマーケティング機能として各広告事業会社との協働が

進んでいます。

また博報堂テクノロジーズの設立、ヒューマンセンタードAIインスティチュートの設立、統

合マーケティングプラットフォームCREATIVITY ENGINE BLOOMの開発導入など、

最先端テクノロジーの装備を進めて来ました。

そしてこの度の博報堂と博報堂DYメディアパートナーズの統合によりフルファネルマー

ケティング機能が高度化される新博報堂は、

グループのフルファネルマーケティングの共通基盤となることも目指します。

そして、さらなる競争力強化と効率化を進めるために、グループの制作領域や専門マ

ーケティングサービス系企業の統合や再編を検討いたします。

グループの各事業会社はそれぞれのブランドと専門性を最大限活かしながら、これらの

共通基盤を活用して、

得意先企業とメディア企業への最適なサービスを提供する、新たなグループ構造へと

段階的に進化させてまいります。

マーケティングビジネスの構造改革の方針と事業構造の強化施策についてご説明いた

しました。

私からは以上です。
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